
号は（１）・（２）・（３）・・・、号以降の列記事項はア・イ・ウ・・・で標記しています。

◯　育児短時間勤務が困難な業務に従事する従業員を労使協定により対象外とする場合には、その旨就業規則に規定するとともに、その代替措置を規定する必要があります。例えば、次のような規定ぶりが考えられます。これらの規定は、努力義務となっている３歳に達するまでの子を養育する労働者に関する始業時刻変更等の措置として利用できるほか、３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象に加えることにより、柔軟な働き方を実現するための措置（詳細規定例第10章）としても利用できます。（「社内様式○」については、一律の様式例をお示ししていませんので、このように表記しています。）
《テレワークの例》

（育児のためのテレワーク）

第19条の２
１　３歳に満たない子を養育する従業員は、本人の希望により、１月につき10日を限度としてテレワークを行うことができる。

２　本条第１項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。

３　テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができるものとする。

４　テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所に限る。）とする。

５　テレワークを行う者は、原則として勤務予定の２営業日前までに、育児テレワーク申出書（社内様式○）により所属長に申し出なければならない。

６　本制度の適用を受ける間の給与及び賞与については、通常の勤務をしているものとし減額しない。

７　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。

〇要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主の努力義務となっています（法第24条第４項）。介護のためのテレワークを導入する場合は、例えば次のような規定ぶりが考えられます。
（介護のためのテレワーク）

第○条

１　要介護状態にある家族を介護する従業員は、本人の希望により、当該家族１人当たり利用開始の日から３年の間で２回までの範囲内で、１月につき10日を限度としてテレワークを行うことができる。

２　本条第1項にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。

３　テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができるものとする。

４　テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所に限る。）とする。

５　テレワークを行う者は、原則として勤務予定の２営業日前までに、介護テレワーク申出書（社内様式○）により所属長に申し出なければならない。

６　本制度の適用を受ける間の給与及び賞与については、通常の勤務をしているものとし減額しない。

７　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。

